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1. はじめに 

浦安市は平成 23 年 3月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震により，中町，新町地区のほぼ全域において液状化

現象が発生した．本研究では砂の繰返し弾塑性構成式 1)と

粘土の繰返し弾粘塑性構成式 2)を用いた土－水連成の有限

要素プログラムLIQCA2D133)を用いて，東北地方太平洋沖地

震時の応答加速度や液状化の発生状況などについて検討を

行うため，浦安市の 3 地点において一次元動的解析を実施

した．また，実地盤での単純せん断モードでの強度の違い

を考慮するため，材料定数を変更した解析も行った．その

際，有効応力減少比によって定義される液状化危険度指数

(Liquefaction Risk Index, LRI)を求め，PL値と比較した． 

2． 解析モデル 

本研究では浦安市域のボーリングデータを元に 3 地点の

地盤の一次元モデルを作成し，各層について液状化強度曲

線を再現できるように材料パラメータを決定した．液状化

強度曲線を図 1 に，モデル図を図 2 に示す．一次元モデル

の深さは 74mであり，境界条件に同一深度等変位境界を用

いた．また，底面は剛基盤としている．入力地震動には東

北地方太平洋沖地震時に東京都港湾局品川地震観測所(品

川区東品川5丁目2番地)にて観測された本震の地震動のEW

成分を用いた 4)．図3にその波形を示す．この地震動の最大加

速度は 65.9gal となっている．図 4 に解析地点を示す．実際の

地震時の変形挙動は単純せん断モードに近いため，繰返し

三軸試験結果により得られた液状化強度曲線と異なる可能

性がある．そこで本研究では破壊応力比，および変相応力

比を，三軸圧縮時の 0.95 倍としたものを基本パラメータ

(ケース 1)とし，三軸圧縮側の値に設定したパラメータを

ケース 2，液状化強度曲線が 7 割程度になるように設定し

たパラメータをケース 3 とした．表 1 は各地点の無次元化

初期せん断係数，表 2 は基盤の材料パラメータ，表 3 は基

本パラメータである．ケース 2 とケース 3 のパラメータは

ここでは割愛する．  

 

図 1 液状化強度曲線    図 2 モデル図 

  
図 3 入力地震動(品川) -36m 図 4 解析地点 

 

表 1 無次元化初期せん断係数 表 2 基盤の材料パラメータ 

  
表 3 基本ケース(ケース 1)の材料パラメータ 
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3. 解析結果 

3.1 地表面最大応答加速度，最大沈下量 

 基本パラメータを用いて解析を行い，先述の 3 地点での地

表面最大応答加速度と地表面最大沈下量を求めた．結果を

表 4 に示す．表を見ると，すべての地点で加速度が増幅して

いることがわかる．最大応答加速度は X 地点で最大であり，

沈下量は Y 地点で最大となった． 

3.2 PL値，有効応力減少比，液状化危険度指数 

 有効応力減少比は以下の式で表される． 

ESDR = 1 −σ’m σ’m0⁄  

ここで，σ’m0は初期状態での平均有効応力，σ’mは現在

の平均有効応力である．完全に液状化すると平均有効応

力が 0 になり，有効応力減少比は 1 になる．基本パラメ

ータを用いた時の，各地点の有効応力減少比のコンター

図を図 5 に示す．すべての地点の埋土層で液状化が発生

していることがわかる．今回の解析では地点ごとの有効

応力減少比の分布を数値化するため，由井ら(2013)5)によ

り定義された液状化危険度指数(Liquefaction Risk 

Index, LRI)を求めた．LRIは各地層の有効応力減少比を

深さ方向に重み付けして足し合わせ，以下の式で定義さ

れる． 

LRI = ∫ 𝐸𝑆𝐷𝑅
20

0
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1

20
z)dz 

zは地表からの深さである．LRIは地表から深さ20mまで

の有効応力減少比を元に計算している．深さ 20m までの

すべての層が液状化した場合，LRI は 10 になる．また，

各地点の N 値と解析結果による地表面最大加速度を用い

て PL値も求めた．3 地点それぞれの LRI，PL値を表 5 に

示す．すべての地点で PL値が 0 となった．LRI はすべて

の地点で 5.0 を上回る値となっており，X 地点から Y 地

点に向かって大きな値となっている．実際には埋立地の

ほぼ全域で液状化の被害が発生しており，また，Y 地点

での被害が顕著であったことから，本解析結果によって

得られた LRI は妥当であると評価できる． 

4. 室内試験の違いによる液状化強度の検証 

ケース 1~3 の材料パラメータを用いて Y 地点での LRI

を求めたところ，表 6 のようになった．これを見ると，

単純せん断モードを想定したケース 3 での LRI が最も大

きくなっており，一方，三軸圧縮側の応力比に設定した

ケース 2 では小さな値となった．  

5. 結論 

本研究では動的解析によって浦安市域における液状化挙

動の検討を行った．その結果，解析を行った3地点すべ

てにおいて地表面応答加速度が増幅したが，液状化の被

害の大きかった地点では応答加速度の減衰が見られた．

またPL値，および液状化危険度指数を算出して比較を行

ったところ，すべての地点でPL値が0となったが，これ

はN値が大きいためと考えられる．液状化危険度指数に

ついては，実際の被害の程度と比較すると妥当な結果が

得られたと考えられた．また室内試験の違いによる液状

化強度について検証したところ，ケースによりLRIが大

きく異なったことから，試験方法の違いにより，液状化

強度を過大評価する可能性が示された． 

 

 
(a)X地点 

 
(b)Z 地点 

 
(c)Y地点 

図 5 3 地点の有効応力減少比のコンター図(基本ケース) 

 

表 4 3 地点での解析結果 

  
表 5 3 地点での PL値，LRI 

 
表 6 ケース 1~3 の LRI 
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